
法人格と税の優遇が連動
・法人税は収益事業のみ課税
※更に一定の要件を満たす特定公益

増進法人については寄附金優遇

◎法人設立等の主務官庁制・許可主義

（法人の設立と公益性の判断は一体）

○税との関係

（現行公益法人制度） （新制度）

◎主務官庁制・許可主義の廃止

（法人の設立と公益性の判断を分離）

公益性を認定された法人・これに寄附する者に
ついて新法施行までに所要の税制上の措置

一般社団法人・一般財団法人のうち希望する法人に
対して、民間有識者による委員会（公益認定等委員会
等）の意見に基づき行政庁（内閣総理大臣等）が認定

一般社団法人・一般財団法人のうち希望する法人に
対して、民間有識者による委員会（公益認定等委員会
等）の意見に基づき行政庁（内閣総理大臣等）が認定

分
離

・統一的な判断 ・明確な基準を法定

法人の設立法人の設立

（社団法人・財団法人）

主務官庁が自由に判断できる

一般社団法人・一般財団法人

公益社団法人・公益財団法人

認
定

公益性の判断公益性の判断

主務官庁の許可が必要

一 体

（一般社団法人・一般財団法人）

法人の設立法人の設立

登記のみで設立

公益性の判断公益性の判断

（公益社団法人・公益財団法人）

○税との関係

新制度における一般社団法人・一般財団法人と公益社団法人・公益財団法人の関係

行政庁による監督なし

行政庁による監督あり、一定の税制措置等あり

事業の公益性の有無にかかわらず登記のみで
設立できるが、剰余金の分配はできない法人

公益目的事業を行うことを主たる目的
とし、公益認定の基準を満たす法人

公益法人制度改革の概要 資料３


